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地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第３号の規定によ

る随意契約を締結しようとしているので、奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県規則第

１４号）第１６条の２第２項の規定により、次のとおり公表します。

令和４年３月４日

１ 契約の名称及び数量

奈良公園事務所トイレ他清掃等業務委託

※ 詳細は別添仕様書のとおり

２ 契約の相手方の選定基準

次に掲げる者であること

(1)地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号に規定する次に掲げるいずれかの施設

を営む者

① 障害者支援施設

② 地域活動支援センター

③ 障害福祉サービス事業を行う施設

④ 小規模作業所

⑤ ①から④に準ずる者として知事の認定を受けた者

(2)過去５年間（平成２９年２月１日～令和４年１月３１日に履行完了していること）に

同種の業務に係る受注実績（元請けに限る）を有していること。なお、同種の業務と

は、名勝指定地内の施設における清掃業務をいう。

(3)奈良県内に主たる事務所及び活動の拠点を置く団体であること。

(4) 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代

表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあって

はその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴

力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）で

ある。

イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員が経営に実質的に関与している。

ウ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を

与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している。

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな

ど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している。

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。

カ 本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」

という。）にあたって、その相手方が上記アからオのいずれかに該当することを知

りながら、当該者と契約を締結している。

キ 本契約に係る下請契約等にあたって、アからオのいずれかに該当する者をその相
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手方としていた場合（ カに該当する場合を除く。）において、奈良県が奈良県との

契約の相手方に対して請負契約等の解除を求め、契約の相手方がこれに従わない。

(注)契約締結後、契約の相手方が(4)アからキのいずれかに該当すると認められるとき、

または、下記の場合には契約を解除することがある。なお、この場合、契約の相手方

には損害賠償義務が生じる。

・ 本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかかわ

らず、遅滞なくその旨を県に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。

３ 契約の相手方の決定方法

「随意契約の締結に関する取扱基準について」（平成２７年３月２４日付会局総第１

２４号会計局長通知）の地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号該当事例（ソ）

に準じた手続きにより、企画力や具体的な事業実施に関する実行力等を「提案」を通

して評価し、契約の相手方を決定します。

※ 詳細は別添募集要領のとおり

４ 提案書の提出先及び提出期限

(1) 提出先 奈良県 県土マネジメント部 地域デザイン推進局

奈良公園事務所 管理課庶務管理係

(2) 提出期限 令和４年３月１４日（月）

(3) その他

① 提案書には上記２の基準に該当する者であることを明らかにする書類ほか、募集

要領にて示す書類を添付してください。

② 次の場合には当該提案書が無効となりますのでご留意ください。

ア 上記２に該当しない者が提出した提案書

イ 記名押印を欠く提案書

ウ 重要な文字の誤脱等により必要な事項が確認できない提案書

５ 契約事務を担当する所属

〒630-8114 奈良県奈良市芝辻町５４３

奈良県 県土マネジメント部 地域デザイン推進局

奈良公園事務所 管理課庶務管理係

TEL：0742-22-0375 FAX：0742-24-1706

６ その他

(1)申請において使用する言語は日本語、通貨は日本円に限る。

(2)この業務に係る予算を議決されなかった場合は、この業務手続について停止等の措

置を行う場合がある。

(3)詳細は、募集要領及び仕様書による。

(4)問い合わせは、上記５まで。
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奈良公園事務所トイレ他清掃等業務

委託事業者募集要領

1.目的

この要領は、「奈良公園事務所トイレ他清掃等業務」を委託する事業者を選定するにあ

たり、その募集手続き等必要な事項を定める。

2.一般事項

(1)委託業務名

奈良公園事務所トイレ他清掃等業務

(2)事業目的

奈良公園は明治１３年に開設され、古代から受け継がれる自然景観と、歴史的・文

化的な価値を有する文化財を内包しており、大正１１年には名勝に指定され、平成１

０年には、世界遺産「古都奈良の文化財」の構成資産一部となるなど、他に類を見な

い公園である。

また、奈良公園には天然記念物「奈良のシカ」が多数生育し、市民や観光客と関わ

りが深く、観光地奈良のシンボルとでもいうべき存在となっている。

本件業務の実施にあたっては、このような奈良公園の持つ名勝地としての価値や「奈

良のシカ」をはじめとする文化財に関する理解が求められ、さらには、観光客に対す

る配慮も必要である。

特に「奈良のシカ」においては、交通事故や、観光客との事故、ゴミの誤飲などの

問題があり、奈良公園の清掃業務と密接な関わりがある。

本業務は、奈良公園において、トイレや園地・園路等の清掃、およびこれに関連す

る業務について、質の高いサービスの提供を行うものである。

(3)委託内容

トイレや園地・園路等の清掃、およびこれに関連する業務。

詳細は、別紙仕様書を参照。

(4)委託期間

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

(5)委託料上限額

３，０３０，４４２円（消費税及び地方消費税を含む。）

(6)企画提案書提出について

公募型により実施する。

参加者の企画力や具体的な事業実施に関する実行力等を「提案」を通して評価し、受

託業者を選定する。事業の実施にあたっては、発注者と協議の上、実施すること。

(7)担当部署

〒630-8114 奈良県奈良市芝辻町５４３
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奈良県 県土マネジメント部 地域デザイン推進局

奈良公園事務所 管理課庶務管理係

TEL：0742-22-0375 FAX：0742-24-1706

3.委託業務の内容

トイレや園地・園路等の清掃、およびこれに関連する業務。

詳細は、別紙仕様書を参照。

4.提案者の資格

本件委託業務の受託者募集に参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。

(1)地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号に規定する次に掲げるいずれかの施

設を営む者であること。

① 障害者支援施設

② 地域活動支援センター

③ 障害福祉サービス事業を行う施設

④ 小規模作業所

⑤ ①から④に準ずる者として知事の認定を受けた者

(2)過去５年間（平成２９年２月１日～令和４年１月３１日に履行完了していること）

に同種の業務に係る受注実績（元請けに限る）を有していること。なお、同種の業務

とは、名勝指定地内の施設における清掃業務をいう。

(3)奈良県内に主たる事務所及び活動の拠点を置く団体であること。

(4) 次のいずれにも該当しない者であること。

ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の

代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあ

ってはその者及び支配人並びに支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）

が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）である。

イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団

員が経営に実質的に関与している。

ウ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害

を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している。

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する

など直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している。

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。

カ 本契約に係る下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約

等」という。）にあたって、その相手方が上記アからオのいずれかに該当すること

を知りながら、当該者と契約を締結している。

キ 本契約に係る下請契約等にあたって、アからオのいずれかに該当する者をその

相手方としていた場合（ カに該当する場合を除く。）において、奈良県が奈良県

との契約の相手方に対して請負契約等の解除を求め、契約の相手方がこれに従わ

ない。

(注)契約締結後、契約の相手方が(4)アからキのいずれかに該当すると認められるとき、

または、下記の場合には契約を解除することがある。なお、この場合、契約の相手
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方には損害賠償義務が生じる。

・ 本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかかわ

らず、遅滞なくその旨を県に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。

5.参加方法

参加を希望される場合は、参加意向申出書及び提案書をそれぞれの指定期限までに提出

すること。提出方法は、持参又は郵送によることとする。持参の場合は、事前に上記２.(7)

に連絡のうえ、来所すること。郵送による場合は、簡易書留等の確実な方法により、提出

期限必着とする。

(1)参加意向申出書等の提出

①提出期間

令和４年３月４日（金）から３月１４日（月）まで。ただし、奈良県の休日を定

める条例（平成元年３月奈良県条例第３２号）第１条に規定する県の休日（以下

「県の休日」といいます。）を除く午前９時から正午まで、及び午後１時から午後

４時までとする。

②提出場所

2.一般事項 (7)担当部署 に同じ。

③提出書類

ア 参加意向申出書（様式１）

イ 参加資格調書（様式２）

ウ 誓約書（様式３）

ただし、参加意向申出書の提出後に参加意向申出書の記載事項に変更が生じた

場合には、参加意向申出書を提出した者は、参加手続き期間内に参加意向申出書

記載事項変更届出書（様式１－２）を添えて、改めて参加意向申出書を提出しな

ければならない。

エ 提案書類一式

1)提案書（様式４）

ただし、添付資料は様式自由、Ａ４用紙片面６枚以内 ５部

（文字は１０．５ポイント以上とする。）

提案内容は次表「業務の提案事項」を踏まえて作成すること。なお、原本以外の

提案書について、「参加団体名」は記載しないこと。



- 4 -

業務の提案事項

１．実施方針 ・業務の目的、仕様を理解し、業務を達成する上で有効な

提案。

・名勝奈良公園、天然記念物「奈良のシカ」の文化的価値を

配慮した提案。

２．実施計画 ・委託期間内に各業務の内容を達成できる計画。

事業計画に無理がなく、妥当なスケジュールの計画。

３．実施体制 ・本業務に合致し、充実かつ多様な人員体制。

・緊急時に対応した人員体制。

４. 安全対策 ・個人情報保護やセキュリティー対策。

５．評価テーマ ・名勝奈良公園に配慮した、特に提案する内容。

・天然記念物「奈良のシカ」に配慮した、特に提案する内容。

提案にあたり留意する事項は次のとおり。

<実施方針について>

・業務目的及び仕様の内容をよく理解し、目的を達成するうえで有効な内容を提

案すること。

・名勝奈良公園及び、天然記念物「奈良のシカ」の文化的価値を充分に把握し、

業務の主旨に沿った内容を提案すること。

<実施計画について>

・実施計画は無理がなく妥当なスケジュールとし、且つ、実施期間内に各業務の

内容を偏りなく実行できる内容を提案すること。

<実施体制について>

・実施体制が本業務に合致し、充実かつ多様な人員体制とすること。

責任者及びスタッフ名を明記し、各人の過去の業務実績、業務上の資格等を記

載すること。

・スタッフの人数、配置計画が適正であること。

・病欠など当日の急な欠勤者が発生した時の対応について提案すること。

<安全対策について>

・個人情報保護やセキュリティー対策、又は防犯・事故防止への対策について提

案すること。

<評価テーマについて>

・名勝奈良公園に配慮した、特に提案する内容。

・天然記念物「奈良のシカ」に配慮した、特に提案する内容。

2)見積書（様式自由） １部

費用は契約の参考とする。

3)概要書 １部

会社名、所在地、代表者、設立年月日、主な業務内容等の記載された概要書（リ

ーフレット等）を提出すること。

6.提案書の取り扱い

(1)提案書等の著作権は提案者に帰属し、県は(2)のただし書きの場合、提案書等を無償
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で使用する権利を持つものとする。

(2)提案書等は、本業務委託業者の特定以外に提案者に無断で使用しないものとする。た

だし、受託業者として特定を行うために必要な範囲において、又は、公開等の際に複

製を作成することがある。

7.資料の配布について

公告、募集要領、仕様書等を奈良公園事務所にて配布する他、奈良公園事務所ホームペ

ージにも掲載する。

8.現場確認の実施

現場確認を希望する場合は、現場確認申込書（様式５）を記入し、事前連絡の上、ＦＡ

Ｘにて送付すること。（希望しない場合は申込書の送信は不要）

(1)受付期間

令和４年３月４日（金）から３月８日（火）午後３時まで。ただし、県の休日を除

く午前９時から正午まで、及び午後１時から午後４時までとする。

(2)実施日時等

現場確認希望者には、別途、現場確認実施日時を通知する。

9.質問及び回答

(1)受付期間

令和４年３月４日（金）から３月８日（火）午後３時まで。ただし、県の休日を除

く午前９時から正午まで、及び午後１時から午後４時までとする。

(2)質問方法

質問書（様式６）に質問内容を記入し、事前連絡の上、ＦＡＸにて送付すること。（電

話連絡がなかったために、当方が受領を確認できなかった場合は、奈良公園事務所

は一切の責任を負わない。）

(3)提出場所

2.一般事項 (7)担当部署 に同じ

(4)質問内容に対する回答

上記の受付期間内に受理した質問内容を全てまとめ、令和４年３月１０日（木）午後

４時まで（予定）に回答を奈良公園事務所ホームページに掲載する。

10.企画提案書の特定方法及び結果の発表について

(1)提案書の特定方法

県が設置したプロポーザル技術審査委員会が評価を行う。

(2)提案書を特定するための審査基準

(1)の審査会は、提案事項に対し以下の視点をもって評価を行い、最も評価の高い

一事業者を最優秀提案者として特定する。
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(3)審査結果について

審査結果は、全提案者に通知する。

10.(2)により特定された提案者に対して、県は特定通知書により通知するとともに、

特定されなかった提案者に対して、非特定通知書により通知する。

(4)非特定理由の説明申請

10.(2)の審査の結果、特定されなかった提案者は、その理由の説明を求めることが

できるものとする。説明を望む提案者は、非特定通知書の通知日から起算して５日

（閉庁日を除く。）以内に、県へ書面により提出しなければならない（必着）。

県は、この書面の提出があった場合は、非特定理由説明書により提案者に回答する

ものとする。

11.契約の締結

審査の結果、特定された最優秀提案者を受託者とし、奈良県契約規則（昭和３９年５月

奈良県規則第１４号）に基づき業務委託契約を締結する。

契約額は、提案書を参考に、最優秀提案者との協議により業務実施仕様書を確定した後

に決定するものとし、契約に際しては、正式の見積書の提出を要する。

なお、この協議が不調に終わった場合には、原則、審査において次点となった参加者を

受託者として、同様の手続きを行うこととする。

12.契約の不締結

最優秀提案者の特定後、契約締結までの間に、最優秀提案者について次のいずれかに該

当すると認められるときは、契約を締結しないものとする。

(1)最優秀提案者の役員等（法人にあっては非常勤の者を含む役員及び支配人並びに支店

又は営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者、

個人にあってはその者及び支配人並びに支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）

が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

であるとき。

(2)暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が

経営に実質的に関与しているとき。

提案事項 審査の視点 配点

実施方針 ・業務の目的、仕様を理解し、業務を達成する上で有効な提案であるか。

・名勝奈良公園、天然記念物「奈良のシカ」の文化的価値を配慮した提案であるか。

１０点

実施計画 ア　・委託期間内に各業務の内容を偏りなく実行できる計画が提案されているか。 １０点

イ　・事業計画に無理がなく、妥当なスケジュールの計画が提案されているか。 １０点

実施体制 ア　・本業務に合致し、充実かつ多様な人員体制とするなどの提案がされているか。

　　・スタッフの人数、配置計画が適正であるか。

１０点

イ　・緊急時に対応した人員態勢となっているか。 １０点

安全対策 ア　・個人情報保護について適切に提案がされているか。 １０点

イ　・防犯や事故防止への対策について適切に提案がされているか。 １０点

評価テーマ ア　・名勝奈良公園に配慮した提案がされているか。 １０点

イ　・天然記念物「奈良のシカ」に配慮した提案がされているか。 １０点

業務実績及び信頼性 ・業務実績が同種の実績として妥当であるか。

・提案内容について、遂行能力に信頼性があるか。

１０点

計 １００点
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(3)最優秀提案者の役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る

目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると

認められるとき。

(4)最優秀提案者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を

供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与して

いるとき。

(5)上記(3)及び(4)に掲げる場合のほか、最優秀提案者の役員等が、暴力団又は暴力団員

と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

(6)この契約に係る下請契約又は資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」

という。）に当たって、その相手方が上記(1)から(5)までのいずれかに該当すること

を知りながら、当該者と契約を締結したとき。

(7)この契約に係る下請契約等に当たって、上記(1)から(5)までのいずれかに該当する者

をその相手方としていた場合（上記(6)に該当する場合を除く。）において、県が当

該下請契約等の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。

13.契約の解除

契約締結後、契約者について12の(1)から(7)までのいずれかに該当する事由があると認

められるとき又はこの契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入を受け

たにも関わらず、遅滞なくその旨を本県に報告せず、若しくは警察に届け出なかったと認

められるときは、契約を解除することがある。この場合は、契約者は損害賠償金を納付し

なければならない。

なお、12の(1)、(3)、(4)及び(5)中「最優秀提案者」とあるのは、「契約者」と読み替

えるものとする。

また、提案書等の提出書類に虚偽の記載が明らかになった場合、契約者に重大な過失が

ある場合、業務遂行の意思が認められない場合又は業務遂行能力がないと認められる場合

は、契約を解除し、委託先を変更することを妨げないものとする。

14.留意事項

(1)募集要領の承諾

参加申込者は、参加意向申出書の提出をもって、本募集要領の記載内容を承諾した

ものとみなす。

(2)一括再委託の禁止について

特定された委託業者は、本業務を一括して第三者に委託し、または請け負わせるこ

とは出来ない。

(3)提出書類の返却

提出されたすべての書類は返却しない。

なお、これらの書類については、本業務以外の目的では使用しない。

(4)提案書の追加、修正等

提出された提案書の差替、追加、及び削除は、理由の如何に関わらず一切認めない。

(5)提案書にかかる費用負担

提案書の作成、提出、ヒアリング等に要する費用は、各参加者の負担とする。

(6)提案者の失格

参加意向申出書の提出後、契約締結までの手続き期間中に次のいずれかに該当する

ことが判明した場合は、以後の本件に関する手続きの参加資格を失うものとする。
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また、該当する者が受託業者として特定されている場合は、次の順位の者と手続き

を行う。

①4.提案者の資格に定めた資格が備わっていないとき。

②複数の提案書を提出したとき。

③提出のあった提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、そ

の補正に応じないとき。

④提出書類に虚偽又は不正があったとき。

⑤提案書等の受付期限までに所定の書類が揃わなかったとき。

⑥その他不正な行為があったとき。

(7)提案の辞退

提出書類を提出した後に参加を辞退する場合は、速やかに「2 (7)担当部署」まで

連絡するとともに、書面にて辞退の届出をすること。

(8)知的所有権の帰属

この委託業務の履行の過程で得られた資料、図表等の著作権その他の一切の知的所

有権は県に属するものとする。

(9)募集及び契約の中止について

この業務の募集及び契約については、県の都合により中止することがある。この場

合、県は損害賠償義務を負わないものとする。

(10)進捗状況の報告及び協議

委託業務の履行の際には、１ヶ月ごとに業務の進捗状況を奈良県へ報告し、業務上

で県の判断が必要な場合は随時協議の上進めるものとする。

(11)その他

その他の定めのない事項については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）その

他関係法令並びに奈良県が制定する関係条例その他規則等に従うものとする。


